
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弁護士による「無料法律相談」のご案内 
 日本共産党が毎月定例で行っている無料の法律相談です。どなたでもご

利用できます。また、生活相談も合わせて行っています。 

「事前予約制」です。ご希望の日時に電話予約をお願いします。 

●４月１１日（火） 午前 10 時～午後 4 時  

  西区・さくら法律事務所（京町本町 1‐22） ℡ 090‐8667‐3148 

●４月１３日（木） 午後 1 時～４時 

南区・菜の花法律事務所（南区江越１‐17‐12） ℡ 322‐7731 

●４月１９日（水） 午前 10 時～12 時 

中央区・たんぽぽ法律事務所（大江 5-16-1-1F） ℡ 328-2656 

●４月２０日（木） 午後６時～８時 

北区生活相談所（武蔵ケ丘 1‐10‐1）     ℡ 338‐2001 

●４月２７日（木） 午後１時 30 分～４時 

山本のぶひろ渡鹿生活相談所（渡鹿５-19-7） ℡ 362‐5181 

●４月２８日（金） 午後３時～５時 

東区生活相談所（新生 2‐5‐18ハイツふかだ１F） ℡ 328‐2656 

日本共産党 

熊本市議会だより 

熊本市中央区手取本町１-１ 
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本人同意のない「 」はやめるべき！ 

 熊本市では、以前から、自衛

隊熊本地方協力本部からの「自

衛官及び自衛官候補生の募集に

必要となる募集対象者情報の提

供依頼」を受け、2014 年度まで

は、自衛隊が毎年度、住民基本

台帳の閲覧を行い、適齢者の情

報を筆写していました。 

しかし、2015 年度から紙媒体 

名簿提供をしないための「除外申請」を受付けています 「名簿提供」の実態は・・・「筆写」から「コピー提供」へ 

名簿提供は自治体へ強制されるものではありません 

 名簿を提供してほしくない人

は、「除外申請」の手続きをする

ことで、提供名簿から個人情報

を削除できます。 

【対象者】 

熊本市内に住民登録している 

・2023年度中に 18歳・21歳・

22歳になる人 
（2005 年 4 月 2 日～2006 年 4

月 1日生まれ、2001年 4月 2日

～2003年 4月 1日生まれ） 

 

【受付期間】 

2023 年 3 月 27 日～4 月 21

日の午前 9時～午後 5時 

【提出書類】 

・除外申請書 

・本人確認書類（保険証・免許証等） 

＊代理人による申請の場合は、別途

書類が必要です。 

【提出先】熊本市役所・地域政策課 

＊お問い合わせ・地域政策課 

         ☎ 328-2031 

＊詳しくは、熊本市役所 HP参照 

での募集対象者情報提供（コピ

ー提供）へ変更され、毎年提供

されてきました。 

2022 年度は、2022 年 2 月 4

日付で自衛隊から依頼文を収受

し、2022 年 5 月 6 日付で名簿

のコピーを提供しています。対

象は、当該年度に 18 歳・21 歳・

22 歳になる人です。 

 

 
 自衛官募集事務は、自衛隊法

で市町村の法定受託事務と定

め、自衛隊法施行令第 120 条を

名簿提供の根拠としています。 

しかし、施行令では「防衛大

臣は、自衛官又は自衛官候補生

の募集に関し必要があると認め

るときは、都道府県知事又は市 

町村長に対し、必要な報告又は

資料の提出を求めることができ

る。」と規定されており、名簿提

供は義務規定ではありません。   

教育市民委員会で上野みえこ

議員は、「名簿提供は義務規定で

ない。提供は中止すべき」と指

摘しました。 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本共産党熊本市議会だより 2023 年 4 月 2 日号（№1317） 

 ３月１７日、熊本みみの会
（補聴器購入に公的助成を求
める会）は、熊本市に対し、「加
齢性難聴者の補聴器購入に公
的補助を求める要望書」を提出
し、担当課と協議を行いまし
た。日本共産党市議団も同席
し、同制度の実現を求めまし
た。 
 要請書では、補聴器の価格が
１台５万円～５０万円と高額
のために低所得者にとって利
用できないという悩みが増え
ていることを指摘。難聴は、認
知症発症の原因の一つとなっ
ており、補聴器の普及は、健康
寿命の延伸、医療費の抑制につ
ながるとし、公的な補助制度を
求めています。 
 参加者からは、「母が耳が聞
こえなくなり、外出しなくなっ
た。補聴器を買いたくても買え
ない」「補聴器をつけると人生
が変わる。テレビが楽しみにな

世界の水準と比べても低い日本の難聴者への認識 

補聴器購入への補助制度を求め 市と交渉 

加齢性難聴者に対する先進事例～東京都練馬区 

 
 
       

国際的な基準（WHO）に
よれば、「聴力４１デジベル以
上が補聴器の装備基準」とな
っています。しかし、日本で
は「障がい者手帳を持ち、な
おかつ両耳の平均聴力が７０
デジベル以上の高度・重症難

聴者」でなければ、補聴器
購入の補助対象となって
いません。 
経済的な理由で補聴器

を利用できない方々への
公的支援は、直ちに実施す
べきです。 

った」「介護施設で働いていたが、
デイサービスに来る方同士の会
話が困難。体操の時も、音量はマ
ックス。訪問介護の時も会話がう
まくいかずコミュニケーション
が取れない。ぜひ補聴器助成を」
など、切実な声が寄せられまし
た。 
 熊本市からは、「耳の聞こえに
関するアンケートを実施し、３月
末には回答を取りまとめる。結果

は重く受け止め、ニ
ーズを踏まえながら
対応していく」との
回答がありました。 

②耳の聞こえセルフチェックの導入 

 ①補聴器購入への補助制度 

③耳の聞こえ講演会の開催 

聴⼒の低下は自分では気が付かない場
合も少なくありません。そこで、質問に
答えるだけで、簡単に自分の耳の聞こえ
について、チェックできるシートを導入
し、相談支援に活用しています。 

６５歳以上、住民税非課税世帯、中度の難聴者（両⽿の聴⼒レ
ベルが 40㏈以上 70㏈未満の方）に２万５０００円の補助を実施。 

加齢性難聴と補聴器の関係についての講演会と健康体操など
を組み合わせたイベントを実施。難聴や補聴器についての情報
を発信する取り組みを進めています。 
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